
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇
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独立行政法人国立印刷局

目

次

平成年月日 水曜日 第号官 報

〔
政

令
〕

〇
公
職
選
挙
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
二
九
九
）

〇
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令
（
三
〇
〇
）

〇
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
及
び
特
定
都
市

再
生
緊
急
整
備
地
域
を
定
め
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
（
三
〇
一
）

〔
省

令
〕

〇
平
成
三
十
年
北
海
道
胆
振
東
部
地
震
に
よ

り
特
に
必
要
と
な
っ
た
一
般
廃
棄
物
の
処

理
を
行
う
場
合
に
係
る
廃
棄
物
の
処
理
及

び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
十
二

条
の
七
の
十
六
第
一
項
に
規
定
す
る
環
境

省
令
で
定
め
る
一
般
廃
棄
物
の
特
例
に
関

す
る
省
令
（
環
境
二
〇
）

〔
告

示
〕

〇
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等

に
関
す
る
法
律
第
三
十
二
条
の
五
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
適
格
都
道
府
県
セ
ン
タ
ー

の
認
定
を
受
け
た
公
益
財
団
法
人
徳
島
県

暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー
か
ら
住
所
等
の

変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
国
家
公
安
委
五
二
）

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
七
条
の
規
定
に

よ
る
承
認
を
し
た
件
（
法
務
三
四
三
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
三
四
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
二
三
五
〇
〜
二
三
五
五
）

〇
船
舶
職
員
及
び
小
型
船
舶
操
縦
者
法
施
行

規
則
第
二
条
第
二
項
第
三
号
の
水
域
を
指

定
す
る
件
（
国
土
交
通
一
二
〇
四
）

〇
外
国
人
観
光
旅
客
の
旅
行
の
容
易
化
等
の

促
進
に
よ
る
国
際
観
光
の
振
興
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
第
一
条
の
特
定
施
設
の
要

件
に
関
す
る
詳
細
を
定
め
る
件
を
廃
止
す

る
件
（
同
一
二
〇
五
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
同
一
二
〇
六
、
一
二
〇
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
二
〇
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
九
一
、
九
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
一
七
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
長
野
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
、
三
、
沖

縄
同
四
）

国
家
試
験

第
六
十
回
原
子
炉
主
任
技
術
者
試
験
口
答
試

験
合
格
者
（
原
子
力
規
制
委
員
会
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁適

格
機
関
投
資
家
等
特
例
業
務
届
出
者
の

業
務
廃
止
命
令
処
分
、
国
営
大
雪
東
川
第

二
土
地
改
良
事
業
計
画
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
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